
第１０号様式（第２３条関係） 
 
 

開発協力金の負担に関する協定書 
 

 

中央区（以下「甲」という。）と〇〇〇〇株式会社（以下「乙」という。）は、中央区市街

地開発事業指導要綱（昭和６０年５月１１日６０中建再発第１８号）第２３条第５項の規定に

基づき、乙が行う開発事業に伴う同条第１項から第３項までに規定する開発協力金の負担に関

し、次のとおり協定を締結する。 

（対象開発事業）  

第１条 本協定の対象開発事業の範囲、位置及び内容は、別紙１のとおりとする。 

（開発協力金）  

第２条 乙は、前条の開発事業を行うに際し、金41,000,000円を開発協力金として負担するも

のとする。  

（納付方法等）  

第３条 乙は、前条の開発協力金として次に掲げる金額を納付期限までに、甲に対し納付する 

ものとする。  

 

 納付金額  納付期限   

41,000,000円  工事完了時（令和〇年〇月〇日予定） 

円   

円   

 
（納付手続）  

第４条 甲は、前条に掲げる納付方法に基づき、乙に対し納付の手続を指定するものとする。  

（使途及び管理） 

第５条 甲は、開発協力金の納付を受けたときは、使途目的に沿って適正に管理執行するもの

とする。 

（返還）  

第６条 乙から受けた開発協力金は、開発事業の中止等特段の事由がない限り返還しないもの

とする。 

２ 納付された日から６か月が経過した開発協力金については、いかなる事由があっても返還
しないものとする。 
 
 



 

（開発事業者の変更） 

第７条 本協定書の締結後、開発事業者の変更が生じる場合は、乙は、変更後の開発事業者に

対して本協定書の内容について説明し、了解を得るものとする。  

（疑義の協議）  

第８条 この協定に定める事項又はこの協定に定めのない事項について疑義が生じたときは、

甲及び乙は、誠意をもって協議し、解決するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し甲乙記名押印の上、それぞれ１通を保有

する。 

年   月   日 

甲  東京都中央区築地一丁目１番１号 

中央区長 

乙  東京都中央区□□〇丁目〇番〇号 

    〇〇〇〇株式会社 代表取締役社長 〇〇〇〇   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提出時には日付の記入は不要 

(取り交わし時に記入) 

提出時には押印不要 

(取り交わし時に押印) 

印 



別紙 １  

 

開 発 事 業 の 概 要 
 
 
 

開 発 所 在 地 

中 央 区  築地   一丁目  １番地 （地  番） 

中 央 区  築地   一丁目  １番  （住居表示） 

開 発 事 業 名  （仮称）築地一丁目計画新築工事 

開発事業者住所氏名 

（住所）東京都中央区□□〇丁目〇番〇号 

（氏名）〇〇〇〇株式会社 代表取締役社長 〇〇〇〇 

事 業 区 域 面 積 500.00 ㎡ 

延 べ 面 積 4500.00 ㎡ 

住 戸 数 
           （世帯用住宅） 

       100 戸         50 戸 

※ この概要に加えて、下記の書類を添付して下さい。 

○大規模開発事業を行う場合 

   ・案内図 

・配置図 

・各階平面図 

・求積図 

○世帯用住宅10戸以上の共同住宅を計画する場合 

 ・案内図 

 

※ 複数棟の場合は、別途建築計画の内訳書を添付して下さい。 

 

 
 

 


